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議案第 ３３ 号 

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

○職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１０年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当は、次のとおりとする。 第２条 特殊勤務手当は、次のとおりとする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 行旅病人、行旅死亡人等の収容護送作業従事手当 (３) 行路病人、行路死亡人等の収容護送作業従事手当 

(４)～(11) （略） (４)～(11) （略） 

（行旅病人、行旅死亡人等の収容護送作業従事手当） （行路病人、行路死亡人等の収容護送作業従事手当） 

第５条 行旅病人、行旅死亡人等の収容護送作業従事手当は、職員が次に掲げる者を

収容、護送又は介護をしたときに支給する。 

第５条 行路病人、行路死亡人等の収容護送作業従事手当は、職員が次に掲げる者を

収容、護送又は介護をしたときに支給する。 

(１) 行旅病人 (１) 行路病人 

(２) 行旅死亡人 (２) 行路死亡人 

(３) （略） (３) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（社会福祉業務従事手当） （社会福祉業務従事手当） 

第８条 社会福祉業務従事手当は、生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）、知的障害

者福祉法（昭和35年法律第37号）、老人福祉法（昭和38年法律第133号）及び母子及

第８条 社会福祉業務従事手当は、生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）、知的障害

者福祉法（昭和35年法律第37号）、老人福祉法（昭和38年法律第133号）及び母子及
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改正後 改正前 

び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）に基づく訪問調査等の現業業務に

職員が従事したときに支給する。 

び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）に基づく訪問調査等の現業業務に職員が従事

したときに支給する。 

２ （略） ２ （略） 

別表（第３条―第13条関係） 別表（第３条―第13条関係） 

特殊勤務手当支給額 特殊勤務手当支給額 

手当の種類 支払基準 金額（円） 

（略） 

行旅病人、行旅

死亡人等の収容

護送作業従事手

当 

病人 １件につき 1,000

死亡人     １件につき 1,500

死亡人（深夜） １件につき 2,000

（略） 

手当の種類 支払基準 金額（円） 

（略） 

行路病人、行路

死亡人等の収容

護送作業従事手

当 

病人 １件につき 1,000

死亡人     １件につき 1,500

死亡人（深夜） １件につき 2,000

（略） 
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議案第 ３４ 号 

特別職等の職員の給与の特例に関する条例の一部改正について 

○特別職等の職員の給与の特例に関する条例（平成２６年藤井寺市条例第１１号） 新旧対照表 

新 旧 

（市長等の給料の特例） （市長等の給料の特例） 

第１条 市長及び副市長の給料月額は、平成２６年７月１日から平成２７年３月３１日

までの間（以下「特例期間」という。）において、特別職の職員の給与に関する条例

（昭和３４年藤井寺市条例第１８号）第６項の規定にかかわらず、同条例別表に掲げ

る給料月額から、その１００分の２０に相当する額を減じた額とする。 

第１条 市長及び副市長の給料月額は、平成２６年７月１日から平成２６年１２月３１

日までの間（以下「特例期間」という。）において、特別職の職員の給与に関する条

例（昭和３４年藤井寺市条例第１８号）第６項の規定にかかわらず、同条例別表に掲

げる給料月額から、その１００分の２０に相当する額を減じた額とする。 

（教育長の給料の特例） （教育長の給料の特例） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

１ （略） １ （略） 

（この条例の失効） （この条例の失効） 

２ この条例は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。 ２ この条例は、平成２６年１２月３１日限り、その効力を失う。 
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議案第 ３５ 号 

藤井寺市老人医療費の助成に関する条例等の一部改正について

○藤井寺市老人医療費の助成に関する条例（昭和４６年藤井寺市条例第３１号） 新旧対照表 

（第１条関係）

改正後 改正前 

（対象者） （対象者） 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」とい

う。）は、市内に住所を有する国民健康保険法（昭和33年法律第192号）による被保

険者、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）による被保険者又

は規則で定める医療保険に関する法律（以下「医療保険各法」という。）による被

保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者若しくは被扶養

者のうち、65歳以上の者で次の各号のいずれかに該当する者とする。 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」とい

う。）は、市内に住所を有する国民健康保険法（昭和33年法律第192号）による被保

険者、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）による被保険者又

は規則で定める社会保険に関する法律（以下「社会保険各法」という。）による被

保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者若しくは被扶養

者のうち、65歳以上の者で次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(１) 藤井寺市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和48年

藤井寺市条例第34号）第２条第１項に規定する者（同条第２項第２号又は第３号

に該当する者を除く。）であって、同条例第２条の２の所得制限を適用した場合

において対象者となる者又は藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条

例（昭和55年藤井寺市条例第23号）第３条第１項に規定するひとり親家庭の父、

母又は養育者（同条第２項第３号又は第４号に該当する者を除く。）であって、

同条例第３条の２の所得制限を適用した場合において対象者となる者 

(１) 藤井寺市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和48年

藤井寺市条例第34号）第２条第１項に規定する者（同条第２項第３号又は第４号

に該当する者を除く。）であって、同条第２条の２の所得制限を適用した場合に

おいて対象者となる者又は藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例

（昭和55年藤井寺市条例第23号）第２条第１項に規定するひとり親家庭の父、母

又は養育者（同条第２項第３号から第５号に該当する者を除く。）であって、同

条例第２条の２の所得制限を適用した場合において対象者となる者 

(２)～(４) （略） (２)～(４) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護者又

は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付を受けて

いる者は対象者としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護者又

は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第30号）による支援給付を受けている者は対象者としない。 

３ （略） ３ （略） 
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改正後 改正前 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第３条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法、高齢者の医療の確

保に関する法律又は医療保険各法の規定による療養の給付又は保険外併用療養費、

療養費、特別療養費（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除

く。）及び家族療養費について保険給付が行われた場合（食事療養及び生活療養に

係る給付を除く。）における療養に要する費用の額のうち、対象者、国民健康保険

法による世帯主若しくは組合員（世帯主又は組合員であった者を含む。）又は医療

保険各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）若しくは組合員

（被保険者又は組合員であった者を含む。）が負担すべき額から規則で定める一部

自己負担額を控除した額（以下「助成額」という。）を助成する。 

第３条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法、高齢者の医療の確

保に関する法律又は社会保険各法の規定による療養の給付又は保険外併用療養費、

療養費、特別療養費（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除

く。）及び家族療養費について保険給付が行われた場合（食事療養及び生活療養に

係る給付を除く。）における療養に要する費用の額のうち、対象者、国民健康保険

法による世帯主若しくは組合員（世帯主又は組合員であった者を含む。）又は社会

保険各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）若しくは組合員

（被保険者又は組合員であった者を含む。）が負担すべき額から規則で定める一部

自己負担額を控除した額（以下「助成額」という。）を助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による療養に関

する給付が行われるとき。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による療養に関

する給付が行われたとき。 

(２) 医療保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合又は共済組合から医療

保険各法の規定により対象者の支払った一部負担金に相当する額の範囲内におい

て、規約、定款等をもって給付が行われたとき。 

(２) 社会保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合又は共済組合から社会

保険各法の規定により対象者の支払った一部負担金に相当する額の範囲内におい

て、規約、定款等をもって給付が行われたとき。 
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○藤井寺市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年藤井寺市条例第３４号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

（対象者） （対象者） 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」とい

う。）は、本市の区域内に住所を有する者であって、国民健康保険法（昭和33年法

律第192号）による被保険者又は規則で定める医療保険に関する法律（以下「医療保

険各法」という。）による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組

合員、加入者若しくは被扶養者のうち、次の各号の一に該当するものとする。 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」とい

う。）は、本市の区域内に住所を有する者であって、国民健康保険法（昭和33年法

律第192号）による被保険者又は規則で定める社会保険に関する法律（以下「社会保

険各法」という。）による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組

合員、加入者若しくは被扶養者のうち、次の各号の一に該当するものとする。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

２ 対象者のうち、次の各号の一に該当する者については、前項の規定にかかわら

ず、この条例による助成は行わない。 

２ 対象者のうち、次の各号の一に該当する者については、前項の規定にかかわら

ず、この条例による助成は行わない。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付を受けている者 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第30号）による支援給付を受けている者 

(２) （略） (２) （略） 

(３) 前２号に掲げるもののほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、国

民健康保険法又は医療保険各法の規定により、対象者、国民健康保険法による世

帯主若しくは組合員（世帯主若しくは組合員であった者を含む。）又は医療保険

各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）若しくは組合員

（被保険者若しくは組合員であった者を含む。）（以下これらを「対象者等」と

いう。）が負担すべき額について全額公費負担を受けることができる者 

(３) 前２号に掲げるもののほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、国

民健康保険法又は社会保険各法の規定により、対象者、国民健康保険法による世

帯主若しくは組合員（世帯主若しくは組合員であった者を含む。）又は社会保険

各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）若しくは組合員

（被保険者若しくは組合員であった者を含む。）（以下これらを「対象者等」と

いう。）が負担すべき額について全額公費負担を受けることができる者 

(４) （略） (４) （略） 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第３条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法又は医療保険各法の

規定による療養の給付、保険外併用療養費、療養費、特別療養費（指定訪問看護事

第３条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法又は社会保険各法の

規定による療養の給付、保険外併用療養費、療養費、特別療養費（指定訪問看護事
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改正後 改正前 

業者から指定訪問看護を受けた時を除く。）及び家族療養費について保険給付が行

われた場合（食事の提供たる療養に係る給付を除く。）における療養に要する費用

の額のうち、対象者等が負担すべき額から規則で定める一部自己負担額を控除した

額（以下「助成額」という。）を助成する。 

業者から指定訪問看護を受けた時を除く。）及び家族療養費について保険給付が行

われた場合（食事の提供たる療養に係る給付を除く。）における療養に要する費用

の額のうち、対象者等が負担すべき額から規則で定める一部自己負担額を控除した

額（以下「助成額」という。）を助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による給付が行

われるとき。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による給付が行

われたとき。 

(２) 医療保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合又は共済組合又は日本

私立学校振興・共済事業団から医療保険各法の規定により対象者の支払った一部

負担金に相当する額の範囲内において、規約、定款等をもって給付が行われたと

き。 

(２) 社会保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合又は共済組合又は日本

私立学校振興・共済事業団から社会保険各法の規定により対象者の支払った一部

負担金に相当する額の範囲内において、規約、定款等をもって給付が行われたと

き。 
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○藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和５５年藤井寺市条例第２３号） 新旧対照表 

（第３条関係） 

改正後 改正前 

（対象者） （対象者） 

第３条 （略）  第３条 （略）  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としな

い。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護者又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付を受けている者 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護者又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）による支援給付を受けている者 

(２)～(４) （略） (２)～(４) （略） 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第４条 市は、対象者の疾病又は負傷について、規則で定める医療保険に関する法律

（以下「医療保険各法」という。）又は国民健康保険法（昭和33年法律第192号）の

規定による療養の給付、保険外併用療養費、療養費、特別療養費（指定訪問看護事

業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）及び家族療養費について保険給付が

行なわれた場合（食事の提供たる療養に係る給付を除く。）における療養に要する

費用の額のうち、対象者、国民健康保険法による世帯主若しくは組合員（世帯主若

しくは組合員であった者を含む。）又は医療保険各法による被保険者（日雇特例被

保険者を含む。以下同じ。）、組合員若しくは加入者（被保険者、組合員若しくは

加入者であった者を含む。）が負担すべき額（以下「医療費」という。）から規則

で定める一部自己負担額を控除した額を医療費として助成する。 

第４条 市は、対象者の疾病又は負傷について、規則で定める社会保険に関する法律

（以下「社会保険各法」という。）又は国民健康保険法（昭和33年法律第192号）の

規定による療養の給付、保険外併用療養費、療養費、特別療養費（指定訪問看護事

業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）及び家族療養費について保険給付が

行なわれた場合（食事の提供たる療養に係る給付を除く。）における療養に要する

費用の額のうち、対象者、国民健康保険法による世帯主若しくは組合員（世帯主若

しくは組合員であった者を含む。）又は社会保険各法による被保険者（日雇特例被

保険者を含む。以下同じ。）、組合員若しくは加入者（被保険者、組合員若しくは

加入者であった者を含む。）が負担すべき額（以下「医療費」という。）から規則

で定める一部自己負担額を控除した額を医療費として助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 医療保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合、共済組合又は日本私

立学校振興・共済事業団から医療保険各法の規定により対象者の支払った一部負

(２) 社会保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合、共済組合又は日本私

立学校振興・共済事業団から社会保険各法の規定により対象者の支払った一部負
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改正後 改正前 

担金に相当する額の範囲内において、規約、定款等をもって給付が行なわれたと

きはその額 

担金に相当する額の範囲内において、規約、定款等をもって給付が行なわれたと

きはその額 

３・４ （略） ３・４ （略） 
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○藤井寺市乳幼児等の医療費の助成に関する条例（平成１６年藤井寺市条例第１４号） 新旧対照表 

（第４条関係） 

改正後 改正前 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第４条 （略）  第４条 （略）  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を

行わない。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による療養に関

する給付が行われるとき。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による療養に関

する給付が行われたとき。 

(２) （略） (２) （略） 
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○藤井寺市介護保険条例（平成１２年藤井寺市条例第７号） 新旧対照表 

（第５条関係） 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第８条 平成24年度から平成26年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

第８条 平成24年度から平成26年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 次のいずれかに該当する者 74,880円 (７) 次のいずれかに該当する者 74,880円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者等（生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第２項に規定する要

保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）の規定

による支援給付（以下「支援給付」という。）を必要とする状態にある者をい

う。以下同じ。）であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護等（生活保護法第２条に規定する保護又は支

援給付をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの（政令第39条第１

項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者等（生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第２項に規定する要

保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律（平成６年法律第30号）の規定による支援給付（中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する

法律（平成19年法律第127号）附則第４条第１項の規定による支援給付を含む。

以下「支援給付」という。）を必要とする状態にある者をいう。以下同じ。）

であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護等（生活保護法第２条に規定する保護又は支援給付をいう。以

下同じ。）を必要としない状態となるもの（政令第39条第１項第１号イ（(１)

に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(８)・(９) （略） (８)・(９) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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○市税条例（昭和５６年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

（第６条関係） 

改正後 改正前 

（市民税の減免） （市民税の減免） 

第46条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、必要があると認める者に

対し、市民税を減免する。 

第46条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、必要があると認める者に

対し、市民税を減免する。 

(１) 生活保護法の規定による保護を受ける者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律（平成６年法律第30号）の規定による支援給付を受ける者 

(１) 生活保護法の規定による保護を受ける者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）の規定に

よる支援給付を受ける者 

(２)～(９) （略） (２)～(９) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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議案第 ３６ 号 

市立保育所条例の一部改正について

○市立保育所条例（昭和３８年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（入所の資格） （入所の資格） 

第５条 保育所に入所できる者は、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府
令第44号）の規定による保育を必要とする乳幼児とする。 

第５条 保育所は、次の各号のいずれかに該当する乳幼児につき、保護者からの保育
の実施の申込みを受けてこれを保育する。 

 (１) 保護者が労働に従事し、乳幼児の保育に欠ける場合 

 (２) 保護者が疾病のため、乳幼児の保育に欠ける場合 

 (３) 前２号に掲げるものを除くほか、市長が必要と認める場合 

２ 保育所に収容力があるときは、前項以外の乳幼児を入所させ、これを保育するこ
とができる。 

２ 保育所に収容力があるときは、前項以外の乳児を入所させ、これを保育すること
ができる。 

 （入所の承諾） 

第６条 保護者は、保育所における保育の実施を希望するときは、市長の承諾を受け
なければならない。 

 （入所の拒絶） 

第７条 乳幼児が次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は、入所を承諾しな
いことができる。 

 (１) 伝染性疾患を有する場合 

 (２) 身体虚弱のため保育に堪えない場合 

(３) その他市長が不適当と認める場合 

（保育料） （保育料） 
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改正後 改正前 

第６条 （略）  第８条 （略）  

２ 前条第２項の規定に該当する乳幼児の保育料は、市長が別に定める。 ２ 第５条第２項の規定に該当する幼児の保育料は、市長が別に定める。 

（保育料の減免） （保育料の減免） 

第７条 （略）  第９条 （略）  

（保育料の納入方法） （保育料の納入方法） 

第８条 （略）  第10条 （略）  

（既納の保育料） （既納の保育料） 

第９条 （略）  第11条 （略）  

（入所の取消し） （入所の取消し） 

第10条 乳幼児又はその保護者が次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は入
所の承諾を取り消すことができる。 

第12条 乳幼児又はその保護者が次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は入
所の承諾を取り消すことができる。 

(１) 第５条第１項に該当しなくなった場合 (１) 第５条第１項各号のいずれかに該当しなくなった場合 

 (２) 第７条各号のいずれかに該当するに至った場合 

(２) （略） (３) （略） 

(３) （略） (４) （略） 

（委任） （委任） 

第11条 （略）  第13条 （略）  


